
E2-5-P 廃棄物最終処分場における長寿命化に対する問題対応の実態把握
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1．最終処分場長寿命化に伴う課題

3R推進により、
最終処分量が減少
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図1 最終処分量の推移（循環白書2018）
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網羅的な調査は行われておらず、
長寿命化に伴う課題の実態不明

・計画よりも長寿命化
・最終処分場の確保

GOOD

GOOD

適正な最終処分場のストックマネジメント？

But（見逃されていた視点）

・老朽化に伴うハード上のトラブル？
・供用開始時との条件の乖離？
（浸出水量、水質）

供用開始 (当初)予定期間

約15年

閉鎖（延長後） 廃止

「予定期間よりも長く埋立作業を行っている
（あるいはその見込み）」 埋立終了（閉鎖）か

ら廃止までの期間が
長期化する
（あるいはその可能
性がある）

残余年数現在までの供用年数

本研究での長寿命化の定義

内部貯留の実態把握の必要性

内部貯留

2．最終処分場の内部貯留問題
調整池と浸出
処理の容量不足

漏洩リスク大
水質悪化の要因

雨の降り方の変化
（災害級の豪雨や長雨の増大）

調整池と浸出処理の規模
やプロセスの見直し

越流回避

降雨

調整池

埋立地

浸出水集排水管

水処理へ

内部貯留
廃棄物層

浸出水

3．研究課題と目的

長寿命化に伴い
・どのような点に注意すべき？
・トラブルはいつ生じる？
・その確率は？
・対策に必要な予算は？
・検査の実態は？

＜問い＞

内部貯留について
・そもそも実態は？
・どう回避している？
・生じてしまった際の対策は？

本研究の目的を，全国の一般廃棄物最終処分
場・産業廃棄物管理型最終処分場を対象に，長
寿命化の進行に伴って現在発生している維持管
理上の問題の実態とその対応状況を明らかにす
ることとした。

＜本研究の目的＞

調査対象
一般廃棄物最終処分場（以下、一廃） ：1635件（全国：949通送付）

※H29年度一般廃棄物処理実態調査（環境省）より
産業廃棄物管理型最終処分場（以下、産廃） ：全国：180通送付

※全産連から提供を受けた送付先リストより
日程：2019年9月25日送付、10月31日〆切
回答
一廃：516件（403通、返送率42.5％）
産廃：66件（57通、返送率31.7％）
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図2. 回答の地域分布と地域ごとの返送率

一廃 産廃

※これ以降は、主に一廃の結果を示す。

4．アンケート調査概要
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図3 当初の計画供用期間と2019年10月時点の推定供用年数の関係

294件/320件＝92%当初計画供用年数を超過（推定）

推定供用年数（これまでの供用年数＋残余年数）

理由
3Rの推進による最終処分量の減少と
立地困難による長期利用の希望

5．長寿命化の現状
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図4 問題対応種別の累積問題対応件数の経年変化
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6．長寿命化のために行った問題対応の内容と発生確率
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貯留構造物 遮水工・基盤 集排水・ガス抜き管 調整池
最大：9,494

～～

2,175

1,333（平均）

10

484

80

2,175

876

74

2,299

768

271

1

2,175

1,624

2

354318

148

257

6

68 103102

1

292

3

520（中央値）

10
2

408

100 9
181 100

62

土
木
構
造
物

浸
出
水
処
理
施
設

機器類 電気計装類 配管類 モニタリングセンサー類

342

0.04

39

10

44 19
5

0. 4
1

98

57
18
8

0. 1 2

28
15

44
26
14
13
1

3
2
3

46

8
4

0.2

6

1
4

・これまで事例収集が難しかった問題対応の内容、コスト
についての情報を把握することできた。

図5 一般廃棄物最終処分場の問題対応にかかったコスト
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7．長寿命化のために行った問題対応のコスト
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図6 内部貯留の経験の有無
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図7 内部貯留の頻度
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図8 越流危機の有無
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8．内部貯留について
N=235（一廃）

供用年数の増加

浸出水のBOD
濃度低下傾向

供用年数

図9 原水BOD濃度の計画値と2018年度実績値の
比較

負荷量の余裕がある

COD, T-Nについても同様の傾向
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図10 浸出水量・質の経年変化への対応の種類

バイパス処理による対応が意外と多い

○今後の方向性
・今後の雨の降り方の変化に対応するために、処
理負荷量の余裕分を有効に利用し、バイパス処
理や簡易処理による処理量増加を検討する（維
持管理計画の変更が必要）。

→内部貯留が緩和できる。

9．浸出水水質について

・長寿命化に伴い問題対応が必要となる確率や期間、コストに関する情報を事例から集約できた。
・災害（豪雨・猛暑・台風・地震など）への問題対応状況は84件（一般廃棄物）が報告され、気候変動が進行した場合に懸念

される問題対応の内容、及び予防対策の事例、要したコストと期間について明らかした。

一般廃棄物最終処分場 産業廃棄物最終処分場
長寿命
化

・供用年数＞計画供用年数：61%(N=320)
・残余年数を考慮した
推定供用年数＞計画供用年数：92%

（30年～100年）
3Rの推進による最終処分量の減少と立地困難によ
る長期利用の希望

・供用年数＞計画供用年数：14％(N=50)
・残余年数を考慮した
推定供用年数＞計画供用年数：54%

事業採算面が重視されることから、長寿命化
の傾向は一廃ほどではない

長寿命
化に伴
うトラ
ブル

・浸出水処理施設（耐用年数を迎える機器類や
電気計装類）

・遮水工・基盤
への問題対応の割合が供用10年以降増加

・常に問題発見し対応
・モニタリングセンサー類
・浸出水処理施設、貯留構造物
が供用28年以降問題対応増加

内部貯
留

33.0％（N=470）
内、74.0％（N=155）が年に1度以上

18％（N=155）が越流危機
対応事例：浸出水の循環・パイパス・簡易処理、

キャッピング等による雨水分離対策等

34.0％（N=61）
内、44.0％（N=34）が年に1度以上

9％（N=34）が越流危機

点検 自主点検実施せず：40%（小規模実施少）
第三者機関による機能検査：15%

第三者による機能検査の必要性、その内容や具体
的実施方法に関する情報周知が必要

自主点検実施せず：15%
第三者機関による機能検査：14%

都道府県による検査や自主点検が充実する中
で、第三者による機能検査の必要性や自主点
検との違いを今後明確にしていく必要

10．まとめ
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